
  

１．平成22年12月期第２四半期の業績（平成22年１月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 

  

        

平成22年12月期  第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結） 

        平成22年８月12日

上場会社名 株式会社 家族亭 上場取引所  ＪＱ 

コード番号 9931 ＵＲＬ  http://www.kazokutei.co.jp 

代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）乾 光宏 

問合せ先責任者  （役職名） 執行役員経理部長 （氏名）関口 弘一 （ＴＥＬ）  06（6227）6030 

四半期報告書提出予定日 平成22年８月13日 配当支払開始予定日 平成22年９月１日 

四半期決算補足説明資料作成の有無：無     
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  （百万円未満切捨て）

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年12月期第２四半期  4,372  0.3  53  △41.2  57  △38.6  △7  －

21年12月期第２四半期  4,361  －  90  －  92  －  △6  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年12月期第２四半期  △1  05  －  －

21年12月期第２四半期  △0  86  －  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年12月期第２四半期  6,592  3,682  55.4  519  40

21年12月期  6,859  3,716  53.7  524  17

（参考）自己資本 22年12月期第２四半期 3,651百万円 21年12月期 3,685百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

21年12月期  －  －  3 50 － － 3 50  7  00

22年12月期  －  －  3 50

22年12月期（予想） － － 3 50  7  00

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  9,622  7.4  421  61.9  414  49.8  167  718.5  23  79



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：無 

②  ①以外の変更              ：有 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る

会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施中であります。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期２Ｑ 7,056,200株 21年12月期 7,056,200株

②  期末自己株式数 22年12月期２Ｑ 25,300株 21年12月期 25,300株

③  期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期２Ｑ 7,030,900株 21年12月期２Ｑ 7,011,191株



  

  

  

  

※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料については、開催後速や

かに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成22年８月13日（金）・・・・・・アナリスト向け決算説明会  

  

※ 上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家向けの皆様向けに適宜、事業・業績に関する説明会を開催する予定

です。 

  ・平成22年８月24日 (火) ・・・・・・個人投資家向け説明会  
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）におけるわが国経済は、生産の回復や

輸出の緩やかな増加、企業収益の改善など景気は持ち直しつつあるものの、緩やかなデフレの影響や雇用環境の

低迷など、依然として景気を下押しする懸念が存在する状況でありました。 

当社が属する外食産業においては、年初よりはっきりとした回復の基調が見えたものの、第２四半期には回復

はより緩やかなものとなっております。 

 このような事業環境のもと、当社の直営事業はＱＳＣの改善活動や積極的な販促策を実施することにより、既

存店売上昨対をほぼ維持することができ、コスト管理の徹底により計画した利益を上げることができました。 

  一方で、ＦＣ加盟店の売上は、加盟店が積極的な販促策をとる財務力が不足している等の理由により、昨対を

下回る状況が続き、これが当社の売上・利益を押し下げる原因の一つとなりました。この状況は当四半期後半よ

り、本部支援による販促策を開始したこと、ＳＶによる加盟店指導を強化したことにより、改善しつつありま

す。 

  また、国内加盟店開発において、当社の従来の加盟店候補は個人および中小法人を主体としてまいりました

が、これらの候補にとって公庫融資が得づらくなっている等の理由により、加盟契約をしても新規ＦＣ出店は遅

れる状況が生まれました。このため、当初計画の新店舗設備・備品と食材・資材の売上および利益の未達が生じ

ました。これに対して、初期投資額の圧縮と候補者へのファイナンス助言を行い、ＦＣ出店の遅れは一部解消し

つつあります。さらに、年初より準備してきた、資金力のある大型法人加盟店を開発する仕組みが完成し、下期

には数店舗開店できる見込みです。 

  海外においては、当社は年度末までにアジア諸国を中心として新たに数件のマスターＦＣ契約を獲得すべく努

力しており、下期の締結に向けて交渉を進めております。さらに、将来インド市場に参入すべく、本年８月４日

にインド国のアバカス社と同国における合弁会社の設立を行うことを取締役会で決議しました。これにより、数

業態のパイロット店を主要都市に開店し、ＦＣ加盟店募集活動を推進していく予定です。 

 国内において、当初は下期に計５店舗の不採算店の閉店を計画しておりましたが、利益体質を早期につくるた

め、うち２店舗は上期に前倒しで実施しました。 

 営業網の整備におきましては、直営事業として計４店舗の新規出店を行い、契約満了により１店舗、不採算店

２店舗を閉鎖し、直営店舗数は118店舗となりました。ＦＣ事業は、新規加盟契約は21件締結し、５店舗の新規

出店と６店舗の閉店で、ＦＣ店舗数は101店舗となり、合計店舗数は219店舗となりました。海外事業におきまし

ては、中国上海においてワンワン・グループとの合弁会社により、第１号店（３月）と第２号店（４月）を出店

しました。また、タイ・バンコクにおいては、ＦＣによる第３号店が７月15日に出店しております。今後、８～

９月には更に３店舗の出店が計画されております。 

 以上の営業活動の結果、当第２四半期累計期間の売上高は43億７千２百万円（前年同期比0.3％の増加）、四

半期利益につきましては、上述の理由および下期よりの利益計画に対応した国内外の新規事業に備えた人員およ

びマーケティング費用等の先行投資により、営業利益５千３百万円（前年同期比41.2％の減少）、経常利益５千

７百万円（前年同期比38.6％の減少）になりました。上述の不採算店閉店に伴う特別損失として固定資産廃却損

等が発生し、法人税等の計上により当第２四半期累計期間の四半期純損失は７百万円（前年同期は四半期純損失

６百万円）となりました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

 ① 財政状態  

 当第２四半期会計期間末における総資産は、65億９千２百万円となり、前事業年度末に比べ、２億６千６

百万円の減少となりました。これは主に、現金及び預金、受取手形及び売掛金、のれんが減少したことによる

ものです。  

 負債総額は、29億１千万円となり、前事業年度末に比べ、２億３千２百万円の減少となりました。これは主

に、支払手形及び買掛金、長期借入金が減少したことによるものです。  

 また、純資産は、36億８千２百万円となり、前事業年度末に比べ、３千３百万円の減少となりました。これ

は主に、利益剰余金が減少したことによるものです。  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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 ② キャッシュ・フローの状態  

 当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ１億

円減少し３億５千８百万円となりました。  

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動により得られた資金は２億４千１百万円（前年同四半期は３千４百万円の収入）となりました。

これは主に、減価償却費の計上（１億４千６百万円）、のれん償却額の計上（１億１千１百万円）等による

ものです。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は２億３千９百万円（前年同四半期は９千３百万円の支出）となりました。

これは主に、関係会社出資金の払込による支出（△５千４百万円）、有形固定資産の取得（△１億８千１百

万円）等によるものです。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動により使用した資金は１億１百万円（前年同四半期は１億５百万円の支出）となりました。これ

は主に、長期借入れによる収入（２億円）、長期借入金の返済による支出（△３億５千３百万円）等による

ものです。  

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 平成22年２月４日(平成21年12月期決算発表時）に公表いたしました平成22年12月期の業績予想に変更はありま

せん。  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

    繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法として、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年 

   度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度にお 

      いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。  

  

２．四半期財務諸表の作成に特有な会計処理  

    税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後 

   の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

    なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

表示方法の変更  

（四半期貸借対照表関係） 

 前第２四半期会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「長期貸付

金」は重要性が増したため、区分掲記することとしました。なお、前第２四半期会計期間の投資その他の資

産の「その他」に含まれる「長期貸付金」は52,801千円であります。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 387,080 479,113

受取手形及び売掛金 395,469 440,262

有価証券 20,000 20,000

商品及び製品 13,047 14,423

原材料及び貯蔵品 113,275 149,960

前払費用 100,957 82,104

繰延税金資産 33,523 33,523

未収入金 75,202 84,571

その他 20,466 36,865

貸倒引当金 △5,925 △6,225

流動資産合計 1,153,098 1,334,598

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,602,470 4,490,072

構築物 118,549 113,482

機械及び装置 150,249 150,249

車両運搬具 3,748 3,748

工具、器具及び備品 764,247 741,429

土地 970,735 930,435

リース資産 20,872 20,872

建設仮勘定 － 3,387

減価償却累計額 △3,817,374 △3,681,685

有形固定資産合計 2,813,498 2,771,992

無形固定資産   

のれん 204,885 316,641

リース資産 9,899 11,134

その他 19,474 19,395

無形固定資産合計 234,259 347,170

投資その他の資産   

投資有価証券 40,130 42,722

長期預金 50,000 50,000

出資金 1,592 1,672

関係会社出資金 54,996 －

繰延税金資産 7,766 6,714

長期貸付金 42,173 87,970

長期前払費用 19,146 21,901

敷金及び保証金 2,164,409 2,164,791

役員に対する保険積立金 － 17,974

その他 15,362 15,362

貸倒引当金 △3,813 △3,813

投資その他の資産合計 2,391,764 2,405,297

固定資産合計 5,439,523 5,524,461

資産合計 6,592,621 6,859,059
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 348,970 435,498

短期借入金 210,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 648,542 672,848

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

リース債務 6,644 6,644

未払金 295,456 361,914

未払費用 134,045 142,077

未払法人税等 43,420 19,797

預り金 66,713 71,939

未払消費税等 26,165 44,972

その他 1,066 1,749

流動負債合計 1,801,024 1,897,441

固定負債   

長期借入金 802,804 931,870

社債 60,000 70,000

リース債務 19,953 23,275

再評価に係る繰延税金負債 67,873 67,873

退職給付引当金 38,792 29,551

役員退職慰労引当金 45,330 41,422

長期預り保証金 73,241 80,072

その他 983 1,431

固定負債合計 1,108,977 1,245,496

負債合計 2,910,001 3,142,938

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,465,784 1,465,784

資本剰余金 1,425,506 1,425,506

利益剰余金 1,242,185 1,274,147

自己株式 △13,915 △13,915

株主資本合計 4,119,560 4,151,522

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7,039 8,579

土地再評価差額金 △474,730 △474,730

評価・換算差額等合計 △467,690 △466,150

新株予約権 30,750 30,750

純資産合計 3,682,619 3,716,121

負債純資産合計 6,592,621 6,859,059

㈱家族亭（9931）平成22年12月期第２四半期決算短信〔日本基準〕(非連結)

- 5 -



（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 4,361,681 4,372,561

売上原価 3,744,405 3,735,984

売上総利益 617,275 636,577

販売費及び一般管理費 526,363 583,090

営業利益 90,912 53,486

営業外収益   

受取利息 2,117 1,311

受取配当金 644 618

不動産賃貸料 34,193 33,705

その他 7,181 7,469

営業外収益合計 44,136 43,104

営業外費用   

支払利息 17,152 14,771

不動産賃貸費用 21,413 19,963

その他 3,601 4,782

営業外費用合計 42,167 39,517

経常利益 92,881 57,074

特別利益   

その他 － 300

特別利益合計 － 300

特別損失   

固定資産廃棄損 43,645 19,957

固定資産売却損 52 －

店舗閉鎖損失 22,902 5,477

保険解約損 － 4,173

その他 661 2,188

特別損失合計 67,262 31,798

税引前四半期純利益 25,619 25,576

法人税等 31,640 32,929

四半期純損失（△） △6,021 △7,353
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（第２四半期会計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 2,228,799 2,231,149

売上原価 1,878,767 1,895,873

売上総利益 350,032 335,275

販売費及び一般管理費 261,717 294,023

営業利益 88,314 41,251

営業外収益   

受取利息 1,179 625

受取配当金 644 618

不動産賃貸料 16,923 16,706

その他 4,714 6,128

営業外収益合計 23,460 24,078

営業外費用   

支払利息 8,487 7,479

不動産賃貸費用 10,973 9,781

その他 718 3,240

営業外費用合計 20,179 20,501

経常利益 91,595 44,827

特別利益   

その他 － 300

特別利益合計 － 300

特別損失   

固定資産廃棄損 27,087 18,567

店舗閉鎖損失 17,120 5,477

その他 661 1,326

特別損失合計 44,869 25,371

税引前四半期純利益 46,726 19,756

法人税等 29,094 19,297

四半期純利益 17,632 459
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 25,619 25,576

減価償却費 149,693 146,762

のれん償却額 111,755 111,755

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,319 △300

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,028 9,241

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,660 3,907

受取利息及び受取配当金 △2,761 △1,929

支払利息 17,152 14,771

社債利息 319 391

有形固定資産売却損益（△は益） 52 －

有形固定資産廃棄損 43,645 19,957

店舗閉鎖損失 － 5,477

売上債権の増減額（△は増加） △9,136 44,792

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,656 38,060

仕入債務の増減額（△は減少） △113,772 △86,527

未払費用の増減額（△は減少） △6,334 △7,918

未払金の増減額（△は減少） △82,444 △62,573

未払消費税等の増減額（△は減少） △23,494 △18,807

その他 △11,287 △1,470

小計 151,670 241,166

利息及び配当金の受取額 3,053 2,143

利息の支払額 △16,919 △15,230

移転補償金の受取額 15,758 －

法人税等の還付額 － 37,130

法人税等の支払額 △118,654 △23,860

営業活動によるキャッシュ・フロー 34,908 241,348

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △10,000

定期預金の払戻による収入 － 2,000

有形固定資産の取得による支出 △125,007 △181,911

有形固定資産の売却による収入 500 852

無形固定資産の取得による支出 － △1,000

関係会社出資金の払込による支出 － △54,996

貸付金の回収による収入 7,379 3,904

敷金及び保証金の差入による支出 △32,461 △35,863

敷金及び保証金の回収による収入 55,641 37,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,947 △239,813
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 90,000

長期借入れによる収入 200,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △390,860 △353,372

社債の発行による収入 100,000 －

社債の償還による支出 － △10,000

リース債務の返済による支出 － △3,322

株式の発行による収入 9,920 －

自己株式の取得による支出 △145 －

配当金の支払額 △24,413 △24,490

財務活動によるキャッシュ・フロー △105,499 △101,184

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △383

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △164,537 △100,032

現金及び現金同等物の期首残高 429,904 458,113

現金及び現金同等物の四半期末残高 265,366 358,080
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 該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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